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 博士学位申請論文『企業倒産処理法制における基本的諸相』の概要は、以下の通りであ
る。同・申請論文は、「第一編 米国連邦倒産法の変遷にみる基本的諸相」および「第二
編 日本法の変遷にみる基本的諸相」から成っている。以下、前者をⅠに、後者をⅡに区
分して各章の概要を記す。 
 
Ⅰ．「第一編・米国連邦倒産法の変遷にみる基本的諸相」の概要は、以下の通りである。 
１．「第一章・アメリカにおける鉄道更生－その変遷とひとつの帰結」は、倒産処理手続
としての会社更生の原型ともいうべき1800～1900年代のアメリカにおけるエクイティ・レ
シーバーシップ（衡平法上の収益管理・Equity Receivership）による鉄道会社の更生、その
仕組みを母体とした1935年連邦倒産法の鉄道更生、その後の1978年連邦倒産法における鉄
道会社の更生手続（Railroad Reorganizations）に至る倒産した鉄道会社の更生に関わる手続
を分析し、アメリカにおける会社更生の理念を考察するものである。 
 エクイティ・レシーバーシップとは、衡平法上の執行方式である債権者訴状の手続と担
保権の実行手続であるフォアクロージュア（foreclosure）とが併合された特異な手続である。
債権者訴状の提出とともにフォアクロージュアの申立てにあたってレシーバー（収益管理
人）が選任され、当該倒産会社の財産管理が行われる。他方で、当該会社の担保権付社債
権者などで構成される保護委員会（protective committee）が設置され、この委員会が社債な
ど会社の発行した証券を保有する者に対して証券の寄託を懇請する。この証券の寄託は証
券保有者が会社に対して権利を実行しないことを約する意味を有する。フォアクロージュ
アによる手続が会社財産の売却の段階に至るとかかる保護委員会が買受人になり、売却代
金の支払いに代えて証券保有者から寄託された証券をもって会社財産を一括して買い受け
る。その後に、保護委員会は買い受けた財産を現物出資して新会社を設立し、新会社は保
護委員会に証券を寄託した旧会社の証券保有者に対して、その権利の順位に応じて新たに
発行する社債または株式を割り当てる。このような方式が、倒産した会社の再建型倒産処
理の方式として本格的に用いられたのは、1884年のWabash,St.Louis鉄道会社の倒産事件で
ある。 
 1800年代後期から1900年代初頭にかけて、アメリカでは鉄道会社の過当競争による倒産
が相次ぎ、上記の方式による倒産処理が盛行した。しかし、このような一連の手続につい
ては、財産が広く散在している州際鉄道会社の更生には適さなかったこと、手続がフォア
クロージュアによる財産の売却の形式を転用したにすぎず、本来それは厳格な手続であっ
たにもかかわらず形骸化したこと、一連の手続に莫大なコストと時間を要したこと、再建
過程が明確でなかったため利害関係人の権利保護が十分でなかったことが、その欠陥とい
える。このような欠陥を有していたエクイティ・レシーバーシップの手続は、いきおい1929
年の大恐慌を契機として、制定法上の鉄道更生の手続を作り出すとともに、1938年連邦倒
産法における一般事業会社のための会社更生手続が設けられるところにまで進展していく。 
 本章では、エクイティ・レシーバーシップの手続から1938年連邦倒産法にまで進展して
 
いく過程を、1800年代から1900年代に至る鉄道産業の置かれていた状況、これに対応する
倒産要因、倒産実態から分析する。そして、その発展型である1935年連邦倒産法（以下、
35年法という）における鉄道更生手続(77条手続)、その運用動向、その後の1978年連邦倒
産法（以下、78年法という）第11章第4節による鉄道更生の手続構造を分析して、78年法の
鉄道更生手続の特徴を考察する。 
 以上の分析に基づいて、沿革的にも公益性の観点から培われてきた倒産した鉄道会社の
更生の理念が、78年法では連邦州際商業委員会(the Interstate Commerce Committee)の手続参
加を封ずるような変質が手続構造に加わったことにより後退し、鉄道会社のもつ公益事業
としての特殊性はアメリカにおける企業更生の分野では、さほど強く意識されないとう事
態に至っている。このような方向性は、1980年代当時のわが国において存在した国鉄民営
化の問題とも連動させて、鉄道会社といった公益性の高い事業の更生にあっても、鉄道会
社のもつ公益性と債権者を含む利害関係人の利益保護との調整が、企業の再建にあたって
の問題の核心に昇華している。 
２．「第二章・アメリカにおける金融機関破綻と法的処理の技法」は、鉄道会社に似て公
益性の高い事業会社である金融機関の破綻を取り上げ、金融機関の破綻が深刻な状況にあ
った1980年代のアメリカにおいて金融機関の破綻にアメリカ法がどのような法的処理をも
って対応しているかを考察する。 
 1971年に金融が自由化されたアメリカでは、単一銀行制の下でこれまで多くの金融機関
が破綻している。このような状況に対処するために適用される法は1950年連邦預金保険公
社法（the Federal Deposit Insurance Corporation Act ）である。 
 本章では、この連邦預金保険公社（the Federal Deposit Insurance Corporation;FDIC.以下、
預金保険公社という）の機能を考察した上で、1980年代から1990年において預金保険公社
がとってきた破綻処理方式の構造、手続、運用状況を分析する。すなわち、①保険金の支
払い、②保険対象預金の振替、③資産・負債承継、④ブリッジ・バンク（繋ぎ銀行）方式、
⑤オープン・バンクによる資金援助の各方式について、その内容、運用状況、長短などを
分析する。 
 以上のような方式のうち、1980年代当時のアメリカでは、上記③の資産・負債承継の方
式が圧倒的に用いられており、上記④のブリッジ・バンク（繋ぎ銀行）方式がこれを補完
していた。その上で、結論として2点を指摘する。第1に、金融機関の破綻における処理の
特徴として、通常の倒産処理で理念化されている債権者平等の原則の適用はいささか変質
しており、非付保険預金債権者と付保険預金債権者との間には預金保険公社によって保護
されるべき差異がみられ、前者の保護が後退していることがあげられる。このような現象
は、1991年連邦預金保険公社改善法（the Federal Deposit Insurance Corporation Improvement 
Act）の制定に連らなって両債権者間の満足の度合いに差異が生じていることから裏付けら
れる。第2は、預金保険制度における責任準備率が低下している当時の状況の中で、預金保
険公社の責任を軽減するための施策として、金融機関相互間の相互保険制度が提唱されて
いたことである。この制度の提言は、預金保険制度の見直しの世論に呼応して、破綻処理
に際しての預金者保護の方策としては的はずれの議論とはいえない。なぜならば、基金の
責任準備が高く維持されていることが、預金保険制度が十分に機能する前提といえるから
であり、そのような状況が消失しつつある段階では、金融機関の相互保険といった方式が
 
破綻に対処するひとつの究極の方策となりうるものと考えられるからである。 
３．「第三章・アメリカにおける欠損金の引継ぎにみる会社更生の理念－倒産処理法と税
法の一接点として」は、会社更生の死命を制するといわれる倒産処理の過程における税法
上の欠損の繰越し（loss carry over）、繰戻し(loss carry back)の制度、とりわけ前者につい
て、1980年以前における連邦倒産法による倒産処理手続を通した法人の組織変更と内国歳
入法典との関わり、その後の1980年連邦倒産税法（the Federal Bankruptcy Tax Act）におけ
るG型組織変更の基本的な仕組みを素材として、倒産処理局面での倒産会社の有していた
欠損金が倒産処理手続を介して合併その他の方法により組織変更された後の会社に繰り越
せる仕組みを解明し、その適否を検討する。 
 本章では、アメリカの内国歳入法典が、制定法上の吸収合併または新設合併などの一定
の組織変更に際して、これを一種の財産的交換取引、法人格の承継などと捉えて、異主体
間における特定の財産の売却や交換による損益を認識することなく、また欠損金の引継ぎ
を承継法人に認める取扱いをなしてきたところに着眼している。 
 内国歳入法381条によれば、組織変更前の法人が有していた租税に関わる属性的権利（tax 
attributes）が組織変更後の法人に引き継がれることとされている。ここにいう属性的権利
とは、被取得法人の欠損金の繰越し、繰戻しなどに関わる権利である。このような法人の
組織変更における税法上の特典が、倒産処理法上の更生計画による組織変更にも可能にな
った。すなわち、1980年連邦倒産税法の制定により、内国歳入法典の定めるかかる特典を
受ける場合として、「連邦裁判所および州裁判所の手続である倒産処理」などに関する手
続において承認された更生計画による法人間の財産の移転をも含むこととなった。これが、
1980年連邦倒産税法によるいわゆるG型組織変更の創設である。 
 本章では、このG型組織変更が創設されたことによって、それまで50年以上にわたって
争われてきた連邦倒産法上の事業者更生をはじめとする倒産処理手続における法人の組織
変更における欠損金の引継ぎの可否をめぐる問題に一応の決着がつけられたこと、この改
正はそれまで強く主張されてきた租税の潜脱回避を凌駕して、欠損金の引継が倒産した法
人の経済的更生にとって有用なものであると考えられた結果であることを、倒産処理制度
と税法の接点の一局面として論証する。 
 このようにアメリカの倒産処理法制における更生手続を介した倒産した被取得法人（組
織変更前の法人）から取得法人（組織変更後の法人）への課税上の特典の承継が認められ
たために、会社更生における更生計画による組織再編が促進され、企業更生の可能性を飛
躍的に増大させる結果をもたらした。これに対して、日本における会社更生の手法に関し
ては、欠損金の引継ぎの議論にまで至っていない。それは、通常の合併などにおいて課税
回避を目的とする組織変更を排除するという政策的視点（「欠損会社買取り」による課税
上の弊害回避）が先行している実情に由来する。また、日本では会社更生濫用を抑止する
議論が先行していたため、欠損金の引継ぎといった方策が企業倒産処理に資する形での手
続活性化の議論に結びつきにくかった。倒産処理手続を介した救済型合併ひいては戦略型
合併が展望できる時代にあって、欠損金の引継ぎに代表される税制のサポートが倒産処理
手続の機能的活性化を図る上で重要な意味をもつといえるともに、アメリカ法にあるよう
な課税上の特典の承継を、わが国の会社更生手続を介した倒産処理に導入するべきものと
考える。 
 
４．「第四章・一九三八年米国連邦倒産法における担保権実行手続の停止」では、1938年
米国連邦倒産法のひとつの特徴である担保権実行手続の停止の制度を論じる。倒産処理法
制、とりわけ再建型倒産処理手続にあっては再建の実をあげるためには担保権の実行をど
のように抑制するかが焦眉の課題となる。このような視点から、本章では、アメリカにお
ける現行1978年連邦倒産法の前身である1938年連邦倒産法における担保権実行手続の停止
に関する制度を、破産手続規則をも基礎として分析、検討する。 
 1938年連邦倒産法の会社更生（第10章手続）では、当初、担保権実行手続は手続開始申
立て承認の効果として停止されるものとされていた。このような停止の制度が本来的に担
保権についての権利変更が予定されていない債務整理（第11章手続）においても設けられ
ていたところに着目し、担保権実行手続の停止の制度の両手続における機能を考察する。
考察の方法として、1938年法にみられた担保権実行手続の停止の制度を、会社更生に関す
る1938年連邦倒産法第148条（自動停止）、1975年破産手続規則ルール10－601、および、
債務整理に関する1938年連邦倒産法第314条（裁量停止）、1975年破産手続規則ルール11
－44（自動停止）の規定の変遷をふまえて、その手続構造、停止のファクターを検討、分
析する。これらの分析、検討に基づいて、1938年連邦倒産法の第10章手続と第11章手続と
の間では担保権実行手続の停止に関して、手続構造に若干の差異はみられるものの、担保
権実行手続の停止の制度を介して両手続の間には機能的な等質性が認められる。もとより
第10章手続では担保権についての権利変更が予定されているのに対して、第11章手続では
権利変更をなしえないとの大枠での違いはあるが、この差異は第11章第314条において実質
的に修正されている。このことから、また手続規則のレベルにおいても等質化されている
ことからみて、この担保権実行停止の制度に関しては、再建型手続である両手続において
はその間の整合性が完成されていると考えられる。 
５．「第五章・一九七八年米国連邦倒産法における担保権実行手続の自動停止」は、第四
章で論じたアメリカにおける1938年連邦倒産法を全面的に改編した1978年連邦倒産法の下
での担保権実行の自動停止の制度（automatic stay）を1938年連邦倒産法における担保権実
行手続の停止の制度と対比させながら論じる。 
 1978年連邦倒産法では、1938年連邦倒産法の下での第10章手続（会社更生）と第11章手
続（債務整理）が統合され、新たに第11章手続（更生の手続）が創設された。この1978年
連邦倒産法第11章手続では、手続開始の申立てに担保権実行手続を自動的に停止する効果
が付与されたが、本章は、前章を受けて、1978年連邦倒産法第362条における自働停止制度
を担保権実行手続の自動停止に限定して、その手続構造を中心に検討、分析する。 
 本章での研究の特徴は、倒産処理手続開始の申立て自体に担保権実行手続を自動的に停
止する効果が付与されている手続構造の特異性を検討するとともに、権利実行を停止され
る担保権者の保護に着目し、自働停止を取り消す上でのファクターの分析を旧法当時のそ
れとの比較で行なうところにある。日本においては、担保権者（抵当権者、特別先取特権
者、質権者）は、かつて存在した商法上の会社整理（平成17年改正前の商法第381条以下）
では原則として整理手続の影響を受けない権利者とされていたし、平成11年の民事再生法
では別除権者とされている。そして、それらの権利の実行手続は手続開始申立ての後に裁
量的に中止される余地があるにすぎない（平成17年改正前の商法第384条・民事再生法第31
条参照）。これに対して、アメリカの1978年連邦倒産法では第11章手続開始の申立てがあ
 
ると担保権の実行手続は一律に自動的に停止または禁止される。この点をふまえて、アメ
リカ法におけるこの自動停止制度の手続構造を分析するとともに、この分析に基づいて、
これまでの判例法理により培われてきた担保権者の利益保護を手続構造上重視する体裁が
とられていること、かかる利益保護と債務者の事業の再建という倒産処理手続が帯有する
相克するテーゼを調整する基準が法上が明確にされていることが、上記第362条の特徴であ
ることを日本法との比較の上でも明らかにする。このことから、アメリカでは債務者の事
業更生が連邦倒産法を支える強固な理念としてこれまで絶対的テーゼとして論じられてき
たことに対して、担保権者の利益保護の観点から子細な調整が図られていることを明らか
にする。 
６．「第六章・担保権実行手続の自動停止と担保権者の利益保護」では、第四章および第
五章で検討したアメリカにおける1938年連邦倒産法および1978年連邦倒産法の下での自動
停止制度を比較し、新旧2つの立法の下での担保権実行手続の自動停止制度の対応を意識し
ながら、前章での基本的な考え方を基調として、より子細にその手続構造の問題点、自動
停止の取消し、変更の基準を1978年連邦倒産法の下での判例の分析に基づいて検討する。
とりわけ、判例の分析では、これまでのアメリカの判例にあっては、担保権実行の自動停
止の取消し、変更の基準は、(1)担保権者に対する適正な保護の欠缺、(2)担保権の目的で
ある財産についての債務者のエクイティの不存在および更生にとっての当該財産の不可欠
性といった要件によって構成されていることを明らかにする。 
 以上の分析・検討を通じて、自動停止を定める1978年連邦倒産法第362条の適用にあたっ
て明確にされた以上の2つの基準およびその具体的内容を判示する判例法理の蓄積により、
アメリカでは、債務者の更生と担保権者の利益保護との調整が鮮明に打ち出されているこ
とを理解する。日本では、担保権者の権利実行に対する中止命令の制度（平成17年改正前
の商384条・同433条）について、その取消し、変更の基準をめぐっては必ずしも子細に検
討が行われてきたわけではないとの認識をふまえて、1978年米国連邦倒産法第362条に関し
て判例によって集積された基準は、今後のわが国における新しい倒産処理法制を構築する
にあたっての議論に資するものと考えられる。 
 わが国における1999年の民事再生法に始まるこの度の一連の倒産法改正の過程で、この
自動停止の制度、とりわけ第四章乃至本章で論じてきた担保権者の権利実行に対する規制
の問題は、その導入の可否を含めて広く議論されたところである。1978年連邦倒産法第362
条のままでは日本法には導入されなかったものの、民事再生法（平成11年法律第225号）、
新しい会社更生法（平成14年法律第154号）、新しい破産法（平成16年法律第75号）の立法
過程にあって、それは民事再生法第31条および会社更生法第24条に関連して、さまざまに
検討がなされ、一連の立法に少なからず影響をもたらしたといえる。なお、本章は、第53
回民事訴訟法学会大会（1983年）での研究報告の課題を収載したものである。 
７．「第七章・民事再生法における再生債務者の地位」は、平成11年に制定された民事再
生法における再生債務者の地位について論じる。 
 債務者主導型の再生手続における再生債務者の地位については、それまで存在した和議
法〔平成11年に廃止・平成11年法律第225号〕における和議債務者に準じて捉える見解、和
議団体の代表者として捉える見解、手続開始前の従前の債務者とは異なるある種の管理主
体として捉える見解などが、これまで提示されていた。本章では、和議法が存在していた
 
当時のこれらの見解を整理する。かかる整理をふまえて、次に民事再生法における再生債
務者の地位を考えるにあたって、その母法ともいうべきアメリカの1978年連邦倒産法第11
章手続の下での占有継続債務者（Debtor in Possession;DIP）の地位をめぐる問題を検討する
ことによって、わが国の再生債務者の地位を考える上での素材を提供する。 
 アメリカでは、占有継続債務者の地位を論じる上で試金石というべきNLRB.v.Bildisco & 
Bildisco事件判決（465 U.S.513(1983)）を契機として、DIPは管財人類似の地位に立つもの
として理解されている。このことをふまえて、アメリカ法におけるDIPの地位に関する議論
を倒産財団の法主体性まで射程に入れて整理する。 
 以上の分析をふまえて、わが国の再生債務者の地位につき、再生債務者に対するさまざ
まな手続上のコントロールが働く点を捉えて、また、1978年米国連邦倒産法におけるDIP
の規律などをふまえ、再生債務者を従前の債務者とは別異の法主体として考えることは完
全に放棄することはできないとするとともに、なお今後の検討課題として再生債務者を信
託受託者類似の地位をもって理解すべきものと考える。 
 
Ⅱ．「第２編 日本法の変遷にみる基本的諸相」の概要は、以下の通りである。 
１．「第一章・経済構造の変化と倒産処理法制の対応」は、企業、個人を含む日本の倒産
処理法制の特質に関して、明治期から民事再生法制定時に至るまでの各時期における経済
構造の変遷との関わりの中で企業倒産処理法制の変遷を分析する。 
 1922年(大正11年)における和議法（大正11年法律第72号。平成11年法律第225号により廃
止）の登場は、当時の経済状況に由来する必然的なものではないとともに、制定当初は「借
金踏み倒し法」などの世評に代表されるように、和議手続の機能は十分には認識されては
いなかった。むしろ私的整理が倒産処理の手法としては当時の趨勢ではあったが、1938年
(昭和13年)に商法（昭和13年法律第72号）に設けられた会社の整理（平成17年改正前の商
381条以下）が私的整理を止揚したものとして登場したのは、まさに金融機関の機関銀行化
による経営者の不当な業務執行に対する損害賠償請求権を保全するための査定の制度にそ
の主眼があったことによる。 
 戦後にあっては、会社更生法（平成14年改正前の昭和27年法律第172号）の制定から民事
再生法の制定に至るまで、その経済状況との関わりにおける倒産処理の手法の特徴を分析
する。とりわけ倒産処理法制との関係では、戦後を第1期(1964年～1968年)の東京オリンピ
ック後の不況期と第2期(1977年～1981年)の第1次石油危機の不況期とを対比して、第2期に
おける倒産処理法制の運用の特徴としては、手続利用の分散化があり、また、第2期以後に
おける会社更生の運用においては第二会社の設立、合併を介在した多様なM&A手法による
企業再建が図られるようになってきたことを、その特徴としてあげる。そして、このよう
な状況にあっては、第一編第三章でのアメリカにおける倒産処理制度との関係における税
制の整備が日本において推進されるべきことを提唱する。 
 なお、旧破産法当時の消費者倒産処理法制については、旧破産法における狭義の破産手
続と免責手続とを峻別した手続構造はすでに破綻しているとして、一方では将来の資力回
復を担保として倒産者が長期の弁済を行う手続の構築を提唱するとともに、他方では清算
手続としての破産手続に免責手続を組み込んだ自動免責の方向に踏み込むべきであること
を提言する。民事再生法には平成12年に小規模個人再生、給与所得者等再生が組み込まれ
 
て（平成12年法律第128号）かかる方向性が明確にされ、さらに平成16年の破産法（平成16
年法律第75号）では、以上の提案に近い免責手続が構築されたところである。 
２．「第二章・企業倒産処理法制の軌跡とその展望」は、企業倒産処理法制に限定して、
明治期からのその変遷を分析する。 
 本章二では、明治期における倒産処理の実態を明らかにする。明治期における旧商法破
産編による破産の利用が低調であった理由として、商人破産主義により商人に破産能力が
限定されていたこと、商人とても破産による身上の効果が大きかったために破産を極力回
避しようとしたこと、企業の単位が家族主義によっており、個人主義といえなかったこと、
債権者にあっても強制的な債権回収手段に慣れていなかったことがあげられる。 
 本章三では、整理による倒産処理の実態を明らかにする。第2次大戦前における企業倒産
処理法制の特徴として、1938年の商法改正（昭和13年法律第72号）により設けられた会社
の整理（平成17年改正前の商法381条以下）は、破産回避のためにその間の過渡的処理とし
ての整理を促進・助長することにあった。加えて、1938年の商法改正が取締役の業務執行
に対する株主総会の監督機能の強化にあったという前提に立てば、倒産処理における取締
役の恣意的な活動を規制する方式として損害賠償の査定が手続に組み込まれたことによっ
て、任意整理を裁判上の手続に止揚させたところに特徴がある。また、整理を促進・助長
するべく、担保権付債権者の協力を取り付けるための制度として、担保権実行手続の中止
命令の制度（平成17年改正前の商法384条以下）が導入されたことも、その特徴としてあげ
ることができる。加えて、このような過程にあって会社の清算では恣意的な清算が横行し
ていた状況があり、このような不明朗な清算過程を透明化するために、やはり1938年の商
法改正で特別清算（平成17年改正前の商法431条以下。現行会社法第510条以下）が設けら
れた。その意義は、まさに破産を回避しつつ公正な清算を実現することにあったことを論
証する。 
 本章四および五では、戦後における企業倒産処理法制を俯瞰して、分析する。1952年の
会社更生法（昭和27年法律第172号）の運用について、また、1990年のバブル崩壊後の状況
を金融機関の破綻と中小企業の倒産に区分した分析をふまえた上で、その後における企業
倒産処理法制を展望する。1997年の法務省民事局参事官室『倒産法改正検討事項』を基調
として、そこで提案されている「法人のための新再建型手続」の法人の形態を問わない倒
産処理法制の妥当性を検証して、これを評価する。ここでの一連の評価は、民事再生法（平
成11年法律第225号）の制定に結実している。 
３．「第三章・会社更生法改正の方向性－民事再生法との等質化の視点」は、会社更生法
の改正が議論の対象になった2002年当時における改正要綱試案にみる改正の方向性を、①
保全、②手続の開始、③管財人、④関係人委員会、⑤担保権の目的財産の特別換価を取り
上げて、検討する。 
 ①～⑤について会社更生法要綱試案にみられる改正の方向性について、総じて妥当なも
のであるとの視点に立ちながら、会社更生法の改正が実現した段階では既に先行して立法
された民事再生法との等質化が図られることを明らかにする。上記①～⑤の諸点から手続
構造上の等質化が図られる結果、今後の展開として、手続構造上の等質性ないし近似性か
ら会社更生手続と再生手続との機能分担がいっそう鮮明に意識されざるを得ない。このよ
うな方向性の中では、アメリカにおいてかつて存在した1938年米国連邦倒産法における会
 
 社更生手続（旧第10章手続）と債務整理手続（旧第11章手続）の機能分担の法理（パブリ
ック・セキュリティーズ・テストおよびニーズ・テスト）が論じられた経緯が参考になる。
今後において焦眉の課題となるであろうわが国の会社更生手続と民事再生手続との間の機
能分担を考えるにあたっては、両手続相互の移行から生じる手続の遅延、これに起因する
手続コストの上昇といった問題がクリアされる必要があることを提示する。 
４．「第四章・否認制度の検討課題」は、旧破産法の改正問題が議論の対象になった当時
において、旧破産法（大正11年法律第71号）における否認制度（平成16年改正前の破産法
第72条）の改正の方向性について、多面的に検討・分析する。 
 本章二では、否認制度の全体的枠組みについて、故意否認の緩やかな成立を認める方式
を提唱しつつも、故意否認の主観的要件の主張・立証の難しさを前提とするならば詐害的
な財産処分行為を含めて危機否認類型に一本化する方向の立法があってもよいとの考え方
を提示する。 
 本章三では、従来否認権との関係で危機時期の徴表として用いられてきた「支払停止」
概念を検討して、これに替えて「支払不能」概念を否認の基準時として用いる立法の方向
性を検討する。支払停止と支払不能の境界を類推解釈などにより流動化としようとする学
説の傾向をふまえれば、支払不能を否認の基準時として考えるべきであろうことを提示す
る。 
 本章四では、危機否認類型の枠組みについて、危機否認類型にあっても支払停止という
主観的行為が必ずしも適当な基準になりえていない理由としては、故意否認と危機否認の
垣根論が無意味になっているというこれまでの状況、取引の安全よりも破産財団の充実が
解釈論において支配的になっている状況があげられる。したがって、行為の有害性を基礎
づける事情は支払不能とせざるをえないことを理由として、否認の基準時に「支払不能」
概念を導入することの正当性を主張する。 
 本章五では、否認対象の例外的な取扱いの適否を論じる。これまでの否認理論が破産財
団の充実といった視点からのみ組み立てられきた趨勢的な議論に対する批判を基点として、
経済的に破綻した情況の中での債務者の破産回避行動を否認に関する判例法理や学説との
関わりでどのように評価すべきかの問題を提示する。筆者は、破綻段階での破産に伴う社
会的な影響を極力回避しようとする債務者と相手方との間の取引ルールを無視すべきでは
ないと考え、一定の否認阻却事由を個別具体的に法制化すべきものと考える。このことを
考える上で、1978年米国連邦倒産法第547条（c）が規律する同時交換的取引（contemporaneous 
exchange）を参考とすべきであり、一定の範囲で否認対象から債務者の取引行為を除外す
る方向での立法が必要であることを主張する。 
 これら一連の提言は、平成16年の破産法（平成16年法律第75号）における否認制度（破
産法第160条以下）に活かされたところである。 
 
                                                                            以上 
